
【資料元一覧】人口の推移：都市戦略本部情報政策部が作成／人口の動き：2-5（22ページ）、付録1（300

　　　　　　　状況：4-1（72ページ）／教育：15-3～5（212～215ページ）／労働：3-22～23（56～67ページ）

人口の推移(各年4月1日現在)

教育

気象(平成30年) 交通(平成30年)

労働(平成27年)

就業者の流出入超過
※市内に働きに来る人と、
市外に働きに行く人の差

さいたま市

以北は流入超過

以南は流出超過

の傾向

鉄道

グラフでみるさいたま市

大宮駅(JR)は

JR東日本エリア

で8番目に多い

【参考】

1位⇒新宿

2位⇒池袋

3位⇒東京
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小学校児童数

30,000

35,000

40,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

中学校生徒数
高等学校生徒数(全日制・定時制課程)

小学校児童数は増加傾向

　注：平成13年は、さいたま市が5月1日現在の人口で、岩槻市が4月1日現在の人口
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平成19年10月2日

人口120万人突破

平成13年5月1日

3市合併・さいたま市誕生

人口103万4,985人

平成15年4月1日

政令指定都市へ移行

人口105万995人

平成17年4月1日

岩槻市と合併

人口118万68人

平成30年9月18日

人口130万人突破
★本市の人口は

全国9位!!

★平成25年以降

転入者数の

約6割が

20代・30代
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平年(1981年~2010年平均) 降水量
平均気温 最高気温
最低気温

（℃） （㎜）39.3℃

-9.8℃



ページ）を基に作成／気象：1-7（8ページ）、平年値は気象庁HP／交通：13-1～4（196ページ）／産業別の

を基に作成／財政：20-1～3（276～279ページ）

人口の動き(平成30年中)

産業別の状況(平成28年)

財政(令和元年度当初予算)

転入超過数
（転入数－転出数）

★他の政令指定都市に比べて人口増加数が多い

★さいたま市への転入超過数をみると、

沖縄県を除く全ての都道府県に対して転入超

全会計予算総額は

10,066億円

【参考】

一般会計⇒5,568億円

特別会計⇒3,118億円

企業会計⇒1,380億円

卸売業，小売業

24.9

宿泊業，

飲食ｻｰﾋﾞｽ業

11.9

医療，

福祉

9.4

建設業

9.3

生活関連

ｻｰﾋﾞｽ業，

娯楽業

9.2

不動産業，

物品賃貸業

8.1

製造業

6.1

ｻｰﾋﾞｽ業

(他に分類さ

れないもの)

6.1

その他

15.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業所数：41,330事業所

卸売業，小売業

22.9

ｻｰﾋﾞｽ業(他に

分類されないもの)

13.3

医療，

福祉

12.1

宿泊業，

飲食ｻｰﾋﾞｽ業

9.6

製造業

7.8

建設業

6.7

運輸業,

郵便業

5.6

生活関連

ｻｰﾋﾞｽ業，

娯楽業

4.7

その他

17.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業者数：509,450人

産業構造をみると、事業所数・従業者数ともに卸売・小売業が最も多い

自主

財源

60.4%

依存

財源

39.6%

市税

48.9%

諸収入

6.3%

使用料・

手数料など

5.2%

国庫

支出金

17.4%

市債

9.8%

県支出金

4.5%

地方消費税

交付金など

8.0%

一般会計歳入

5,568億円

民生費

36.0%

教育費

16.0%

土木費

13.3%

総務費

9.6%

公債費

9.6%

衛生費

7.7%

消防費

3.3%

商工費など

4.6%

一般会計歳出

5,568億円


